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※具体的な調査研究内容については，お答えできない場合がありますので，予めご了承願います。 

１．国内ＩＣＴ産業に関する市場調査 

 主要産業別PEST分析調査 

 新技術の活用動向に関する調査 

 計測機器類のリユース市場動向調査 

 NTT事業に関する研修 

 データセンターの立地動向と電力への影響に関する調査 

 通信トラヒックの集計に関する請負（2024年度） 

 2023年シェアリングエコノミー調査報告書・データ集の販売 

 技術動向を踏まえた電波利用に係る課題等に関する経済学的観点を踏まえた調査研究 

 国内外のICT市場の動向等に関する調査研究 

 デジタルコンテンツの販売 

 Infocom T&S 

 自治体の脱炭素取組み状況・再エネポテンシャル調査 

 新DXサービスの国内市場規模の推計 

 金融業向けAI利活用に関する伴走支援 

 

２．グローバルＩＣＴ市場に関する調査 

 (1) マクロＩＣＴ市場動向 

 国内外のICT市場に関するインクワイアリ調査 

 計測機器類の海外事業動向調査 

 通信機器中期需要予測（新機種含む） 

 ICTの市場動向等に関する調査 

 データセンター動向調査 

 グローバルIoT市場に関する海外調査 

 (2) モバイル／ワイヤレス市場動向 

 日経Tech Foresightへのコラム寄稿 

 (3) ブロードバンド・インターネット・アプリケーション 

 法人向け音声通話サービスの利用動向等に関する調査 

 法人向けNWサービスに関する調査 

 法人向けネットワーク市場に関する戦略策定の方向性検討のための調査 

 (4) 通信キャリア 

 海外通信事業者戦略調査 

 MWCにおける技術動向調査 
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(5) ＩＣＴ先端技術・ベンチャー 

 先端技術の市場ニーズ調査 

 新技術検討支援業務委託 

 フェイク対策に関する調査 

 主な最先端技術の活用例・リスク・法規制に関する調査 

 「WORLD SMART CITY AWARDS 2024」に関する調査 

 

３．法制度・規制に関する動向 

 情報セキュリティに関する法制度の調査研究 

 データ保護に関する法制度の調査研究 

 プライバシーに関する法制度の調査研究 

 ITサービスの消費者保護に関する調査研究 

 国内外通信市場の法制度 

 情報通信に関する法制度の調査研究 

 パーソナルデータの保護と利活用に関する調査研究 

 パーソナルデータの保護と利活用に関する調査研究 

 AIビジネス法規制に関する調査 

 関西学院大学講師 

 新社会システム総合研究所講演会対応（生成AIと競争法） 

 

４．映像･メディア市場動向 

 ＩＰユニキャスト方式による放送番組のネット同時配信等に関する技術的検証支援 

 

５．経営戦略の構築 

 データ駆動・スマート農業の実装に向けた計画策定・実装支援コンサルテーション 

 私立大学に関する政策・経営動向調査 

 新規事業開発・事業グロース戦略立案と実行支援コンサルテーション 

 不動産デベロッパ動向分析 

 木造建築動向調査 

 well-beingビジネス マーケティング調査 

 新学科設置に向けた受験生・企業団体等へのニーズ調査 

 技術戦略動向調査 

 

６．地域・行政情報化 

 まちづくり推進に向けたビックピクチャの共創 

 自治体システム標準化支援業務 

 舟形町ICT アドバイザリ業務 
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 長野県内市町村DX全体方針策定支援 

 救急相談システム更新支援委託 

 品川区教育情報システム最適化および調達支援業務 

 23区内CIO・CISO補佐業務 

 利島村IP告知端末更改に向けた仕様検討 

 品川区ネットワーク再構築調達支援及び情報政策推進支援業務 

 教育の情報化推進支援業務 

 港区Wi-Fi整備支援業務 

 令和６年度大東地区情報通信基盤整備推進事業現場技術業務委託 

 在外選挙インターネット投票システムの技術的検証及び運用等に係る調査研究事業 

 豊橋市ICT利活用推進支援業務委託 

 DX推進アドバイザー委託 

 飯能市地域情報化推進計画の改訂に係る調査・支援業務委託 

 

７．情報セキュリティ 

 情報セキュリティ内部監査支援業務（令和６年度） 

 

８．研修会，セミナー，講演会など 

 講演「スマホ特定ソフトウェア競争促進法」 

 講演「個人情報保護法と競争法」 

 マルチメディア推進フォーラムにおける講演 

 日本計画研究所における講演 

 

９．法人向けコンテンツ提供 

 広報誌への有識者インタビューレポート提供 

 広報誌、専門誌、イントラネット等へのICT動向レポート提供 

 

１０．各種情報提供サービス 

 InfoCom T&S（Trends & Statistics） http://www.icr.co.jp/wireless/ 

 （内外のICT市場最新トレンドをまとめたWorld Trend Report(毎月)及びIoTやAI、各国の

通信市場に関する豊富な最新データをまとめてWorld Data Book(年2回)により構成される

会員制サービス) 

 InfoComニューズレター http://www.icr.co.jp/newsletter/ 

 （情報通信の最新トレンドをわかりやすく解説しお届けする無料情報提供サービス） 

 InfoCom ICT経済報告 http://www.icr.co.jp/ICT/にて閲覧・ダウンロード可能 

 （ICT産業がマクロ経済に与える影響について四半期毎にレポートを公表） 
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〔参考〕主なクライアント（2023年度） 

［官庁・地方自治体等］ 

総務省、総務省 情報流通行政局、総務省 情報通信政策研究所 

東京都品川区、港区、利島村、愛知県豊橋市、埼玉県飯能市、沖縄県 

［民間企業］ 

日本電信電話（株）、東日本電信電話（株）、西日本電信電話（株）、 

NTTドコモビジネス（株）、NTTドコモ（株）、（株）新社会システム総合研究所、

（株）日本計画研究所、（株）日本能率協会総合研究所、（株）日経BP、（株）ア

イデミー 

 

［各種団体等］ 
 

学校法人 関西学院大学 総合政策学部、(一社)電子情報技術産業協会、(一社)情

報通信ネットワーク産業協会、(一社)日本テレコムサービス学会、マルチメディア

推進フォーラム 

 

 

 

※具体的な調査研究内容については，お答えできない場合がありますので，予めご了承願います。 

 

 

 

 

                 ［お問い合わせ先］ 

                   〒103-0013 東京都中央区日本橋人形町2-14-10 

株式会社 情報通信総合研究所 

企画総務部 TEL：(03)3663-7500 

FAX：(03)3663-7570 

E-mail：planning@icr.co.jp 

  




